
2月 11日・建国記念の日
（如月） FEBRUARY

子育て支援企業に対する税制優遇制度。育児休業を取得しやす
くする等により、一定期間内に次世代育成支援対策推進法に基づ
く認定を受けた企業は、取得・新築・増改築をした建物について、
普通償却限度額の32％の割増償却ができます。認定マークの愛称
が、「くるみん」であることから、こう呼ばれています。
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2 2012（平成24年）

ワンポイント

2月の税務と労務

くるみん税制

国　税／平成23年分所得税の確定
申告 2月16日〜3月15日
（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）
国　税／贈与税の申告

2月1日〜3月15日
国　税／1月分源泉所得税の納付

2月10日
国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）2月29日

国　税／6月決算法人の中間申告
2月29日

国　税／3月、6月、9月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合） 2月29日

国　税／決算期の定めのない人格
なき社団等の法人税の確定
申告及び納付 2月29日

地方税／固定資産税の第 4期分の
納付
市町村の条例で定める日

紅梅
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就
職
・
再
就
職
の
支
援
が
必
要
な

者
な
ど
を
雇
い
入
れ
る
事
業
主
へ
は

給
付
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
そ
の
う

ち
平
成
二
十
三
年
度
末
（
二
十
四
年

三
月
三
十
一
日
）
ま
で
の
時
限
措
置

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

な
お
、
以
下
文
中
の
「
正
規
雇
用
」

と
は
、
雇
用
期
間
の
定
め
の
な
い
雇

用
で
あ
っ
て
、
一
週
間
の
所
定
労
働

時
間
が
通
常
の
労
働
者
と
同
程
度
で

あ
る
労
働
契
約
を
締
結
し
、
雇
用
保

険
の
一
般
被
保
険
者
（
一
週
間
の
所

定
労
働
時
間
が
三
〇
時
間
未
満
の
者

を
除
く
）
と
し
て
雇
用
す
る
こ
と
を

い
い
ま
す
。

１
　
三
年
以
内
既
卒
者
（
新
卒
扱
い
）

採
用
拡
大
奨
励
金

中
卒
及
び
高
卒
を
除
い
た
大
学
、

大
学
院
、
短
大
、
高
専
、
専
修
学
校

等
卒
業
後
三
年
以
内
の
既
卒
者
も
応

募
が
で
き
る
新
卒
求
人
を
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
ま
た
は
新
卒
応
援
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
（
学
生
及
び
既
卒
者
の
就
職
を

支
援
す
る
専
門
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
。

以
下
「
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
」
と
い
う
）

に
提
出
し
て
、
以
下
の
い
ず
れ
に
も

該
当
す
る
者
を
正
規
雇
用
し
た
同
一

の
雇
用
保
険
の
適
用
事
業
主
に
支
給

さ
れ
ま
す
。

①

平
成
二
十
一
年
三
月
以
降
の
卒

業
者
で
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
求

職
登
録
を
行
っ
て
い
る
こ
と
。

②

一
年
以
上
継
続
し
て
同
一
の
事

業
主
に
正
規
雇
用
さ
れ
た
経
験
が

な
い
こ
と
。

③

雇
入
れ
日
時
点
の
満
年
齢
が
四

〇
歳
未
満
で
あ
る
こ
と
。

④

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
本
奨
励
金
の

活
用
が
必
要
で
あ
る
と
認
め
て
い

る
こ
と
。

支
給
額
は
、
正
規
雇
用
か
ら
六
カ

月
定
着
し
た
場
合
に
、
一
事
業
者
当

た
り
一
〇
〇
万
円
（
一
回
）
で
す
。

２
　
三
年
以
内
既
卒
者

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
奨
励
金

卒
業
後
も
就
職
活
動
を
し
て
い
る

新
規
学
卒
者
（
中
学
・
高
校
・
高

専
・
大
学
・
大
学
院
・
短
大
・
専
修

学
校
を
卒
業
後
三
年
以
内
の
者
）
の

求
人
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
提
出
し
、

そ
こ
か
ら
の
紹
介
で
、
原
則
と
し
て

三
カ
月
の
有
期
雇
用
と
し
て
雇
い
入

れ
、
そ
の
後
正
規
雇
用
に
移
行
さ
せ

た
事
業
主
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
前
記
１
①
〜
③
の
い
ず

れ
に
も
該
当
し
、
正
規
雇
用
の
実
現

の
た
め
に
は
既
卒
者
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
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用
を
経
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
が
認
め
て
い
る
者
で
あ

る
こ
と
が
要
件
で
す
。

対
象
者
一
人
当
た
り
の
支
給
額
は

次
の
と
お
り
で
す
。

①
　
有
期
雇
用
期
間
（
原
則
三
カ
月
）

月
額
一
〇
万
円

②

有
期
雇
用
終
了
後
の
正
規
雇
用

か
ら
三
カ
月
定
着
し
た
場
合

五
〇
万
円
（
一
回
）

３
　
既
卒
者

育
成
支
援
奨
励
金

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
「
育
成
計
画

書
」
及
び
「
既
卒
者
育
成
雇
用
求
人
」

を
提
出
し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
か
ら

の
紹
介
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
六
カ

月
間
、
三
年
以
内
既
卒
者
を
有
期
雇

用
と
し
て
雇
い
入
れ
、
育
成
計
画
書

に
基
づ
く
座
学
等
（
Ｏ
Ｆ
Ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
、

少
な
く
と
も
三
〇
日
以
上
か
つ
一
二

〇
時
間
以
上
実
施
す
る
こ
と
）
の
研

修
を
行
い
、
そ
の
後
正
規
雇
用
で
雇

い
入
れ
た
成
長
分
野
等
の
中
小
企
業

事
業
主
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

対
象
と
な
る
三
年
以
内
既
卒
者
は
、

前
記
２
と
同
じ
要
件
で
す
。

た
だ
し
、
正
規
雇
用
の
実
現
の
た

め
に
は
既
卒
者
育
成
雇
用
を
経
る
こ

と
が
必
要
で
あ
る
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

が
認
め
る
者
で
す
。

対
象
者
一
人
当
た
り
の
支
給
額
は

次
の
と
お
り
で
す
。

①

有
期
雇
用
期
間
（
原
則
六
カ
月
）

月
額
一
〇
万
円

②

有
期
雇
用
期
間
の
座
学
等
に
要

し
た
経
費
（
三
カ
月
以
内
）

月
額
上
限
五
万
円

③

有
期
雇
用
終
了
後
の
正
規
雇
用

で
の
雇
入
れ

五
〇
万
円
（
正
規
雇
用
か
ら
三

カ
月
定
着
し
た
場
合
に
支
給
）

４
　
若
年
者
等

正
規
雇
用
化
特
別
奨
励
金

年
長
フ
リ
ー
タ
ー
や
三
〇
代
後
半

の
不
安
定
就
労
者
ま
た
は
採
用
内
定

を
取
り
消
さ
れ
て
就
職
先
が
未
定
の

学
生
等
を
六
カ
月
以
上
正
規
雇
用
す

る
事
業
主
が
、
引
き
続
き
正
規
雇
用

し
て
い
る
場
合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

本
奨
励
金
に
は
、
次
の
四
つ
の
雇

用
形
態
が
あ
り
ま
す
。

a

直
接
雇
用
型

雇
入
れ
日
時
点
の
満
年
齢
が
二
五

歳
以
上
四
〇
歳
未
満
で
あ
っ
て
、
雇

入
れ
日
前
過
去
一
年
間
に
雇
用
保
険

の
一
般
被
保
険
者
で
な
か
っ
た
者
、

そ
の
他
職
業
経
験
、
技
能
、
知
識
等

か
ら
判
断
し
て
本
奨
励
金
の
活
用
が

適
当
で
あ
る
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
認

め
る
者
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹
介

で
雇
い
入
れ
、
引
き
続
き
正
規
雇
用

し
て
い
る
こ
と
が
要
件
で
す
。

s

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
活
用
型

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
紹
介
に
よ
り
、

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
開
始
日
時
点
の
満

年
齢
が
四
〇
歳
未
満
で
あ
っ
て
、
雇

入
れ
日
前
過
去
一
年
間
に
雇
用
保
険

の
一
般
被
保
険
者
で
な
か
っ
た
者
を
、

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
と
し
て
雇
い
入
れ
、

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
終
了
後
も
引
き
続

き
同
一
の
事
業
所
で
正
規
雇
用
す
る

事
業
主
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

d

有
期
実
習
型
訓
練
修
了
者
雇
用

型ジ
ョ
ブ
カ
ー
ド
を
活
用
し
た
有
期

実
習
型
訓
練
の
全
課
程
を
修
了
し
た

者
（
有
期
実
習
型
訓
練
修
了
後
の
雇

入
れ
日
の
満
年
齢
が
二
五
歳
以
上
四

〇
歳
未
満
で
あ
る
こ
と
）
を
雇
い
入

れ
、
訓
練
修
了
後
も
引
き
続
き
同
一

事
業
所
で
正
規
雇
用
し
た
事
業
主
に

支
給
さ
れ
ま
す
。

f

内
定
取
り
消
し
雇
用
型

雇
入
れ
日
時
点
の
満
年
齢
が
四
〇

歳
未
満
で
あ
っ
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

に
通
知
さ
れ
た
採
用
内
定
が
取
り
消

し
等
さ
れ
て
就
職
先
が
未
定
の
新
規

学
卒
者
の
う
ち
、
就
職
が
著
し
く
困

難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者
を
、
卒

業
年
度
の
翌
年
度
末
ま
で
に
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
等
の
紹
介
に
よ
り
雇
い
入
れ
、

引
き
続
き
同
一
事
業
所
で
正
規
雇
用

し
た
と
き
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

以
上
四
つ
の
雇
用
型
の
い
ず
れ
も

支
給
額
は
、
中
小
企
業
事
業
主
に
は

一
〇
〇
万
円
（
そ
れ
以
外
の
事
業
主

に
は
五
〇
万
円
）
が
、
一
期
か
ら
三

期
の
三
回
に
分
け
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

申
請
は
、
正
規
雇
用
開
始
日
か
ら

次
の
期
間
内
に
行
い
ま
す
。

①

一
期
　
五
〇
万
円
（
二
五
万

円
）
…
六
カ
月
経
過
後
か
ら
一

カ
月
以
内

②

二
期
　
二
五
万
円
（
一
二
・

五
万
円
）
…
一
年
六
カ
月
経
過

後
か
ら
一
カ
月
以
内

③

三
期
　
二
五
万
円
（
一
二
・

五
万
円
）
…
二
年
六
カ
月
経
過

後
か
ら
一
カ
月
以
内

詳
し
く
は
、
都
道
府
県
労
働
局
ま

た
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。
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六
五
歳
到
達
日
の
前
日
か
ら
引
き

続
き
雇
用
さ
れ
て
い
た
雇
用
保
険
の

被
保
険
者
が
、
誕
生
日
の
前
日
以
後

（
六
五
歳
以
上
）
に
離
職
し
て
高
年

齢
受
給
資
格
者
と
し
て
給
付
を
受
け

る
場
合
、
六
五
歳
未
満
で
離
職
し
て

受
給
資
格
者
と
し
て
給
付
を
受
け
る

場
合
と
比
べ
大
き
な
差
が
生
じ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
一
つ
に
就
職
促
進
給
付
が
行

わ
れ
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

就
職
促
進
給
付
は
、
高
年
齢
受
給

資
格
者
以
外
の
受
給
資
格
者
、
特
例

受
給
資
格
者
、
日
雇
受
給
資
格
者
が

失
業
し
た
場
合
、
そ
の
求
職
活
動
を

支
援
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
求
職
者

給
付
と
併
せ
て
行
わ
れ
る
も
の
で
、

就
業
促
進
手
当
（
就
業
手
当
、
再
就

職
手
当
、
常
用
就
職
支
度
手
当
）、

移
転
費
及
び
広
域
求
職
活
動
費
が
あ

り
ま
す
。

所定休日にかかる休業補償

休業（補償）給付は、業務上（仕事中）
または通勤によるケガや病気による療養
のため、労働することができず、そのた
め賃金を受けられないという要件を満た
したときに休業４日目から支給されます。

したがって、会社の所定休日であって
も要件を満たしていれば、正社員のみな
らずパートタイマーなど短時間労働者も
同様に支給対象となります。

なお、業務上災害により休業する場合
は、休業当初の３日間について、事業主
は休業補償を行わなければなりません。

出勤しながら通院している場合は、通
院日は支給されます。ただし、通院のた
め午前中に通院して午後から出勤した場
合のように所定労働時間の一部について
労働できないときで、賃金が平均賃金と
実働に対する賃金との差額の60％未満し
か支払われない場合には、“休業する日”
として支給の対象になります。

柔道整復師等の施術を受けるとき

柔道整復師やはり・きゅう等
の施術を受けるときに、注意す
べき点がありましたら教えてく

ださい。

柔道整復師等の施術を受ける
ときには、健康保険を使える範
囲等以下の点に注意するとよい

でしょう。  
a 柔道整復師の施術を受ける場合

① 整骨院や接骨院で骨折、脱臼（緊急
の場合を除き、事前に医師の同意が必
要）、打撲、捻挫（肉ばなれを含む）
の施術を受けたときは保険給付の対象
となりますが、単なる肩こり、腰痛は
保険給付の対象外で、施術を希望する
場合は全額自己負担となります。

② 療養費は「償還払い」が原則ですが、
柔道整復の場合は、患者が自己負担分

を柔道整復師に支払い、残りを患者に
代わって柔道整復師が保険者に請求す
る「受領委任」が認められています。

s はり・きゅうの施術を受ける場合
① 主として神経痛、リウマチ、頸

けい

腕
わん

症
候群、五十肩、腰痛症、頸

けい

椎
つい

捻挫後遺
症等の慢性的な疼痛を主症とする疾患
の治療を受けたときに保険給付の対象
となります。

② 保険ではり・きゅうの施術を受ける
には、事前に医師の発行した同意書ま
たは診断書が必要です（dも同じ）。

③ 保険医療機関で同じ対象疾患の治療
を受けている間は、保険給付の対象に
はなりません。

d マッサージの施術を受ける場合
筋麻痺や関節拘縮等であって、医療上

マッサージを必要とする症例について施
術を受けたときには保険給付の対象とな
りますが、単なる疲労回復や慰安、疾病
予防のためのマッサージなどは保険給付
の対象となりません。

高
年
齢
受
給
資
格
者
に
か
か
る
給
付


